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１．大学教育の質保証に係る取組について
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平成15年の質保証に関する制度改正の概要

○総合規制改革会議「規制改革の推進に関する第１次答申」（平成１３年１２月）
高等教育における自由な競争環境の整備
・大学・学部の設置規制の準則化（審査基準をあらかじめ法令上明確化）と届出制の導入

・大学・学部の設置等に係る認可に対する抑制方針の見直し
・第三者による継続的な評価制度の導入

○設置認可の在り方の見直し
・設置認可の対象の見直し（届出制の導入）
・抑制方針の撤廃

（医師、歯科医師等の養成分野は除く）

・審査基準の見直し
（審査基準をあらかじめ法令上明確化）

○法令違反状態の大学に対する是正措置
・段階的な是正措置の導入
（閉鎖命令の前に改善勧告や変更命令等の是正措置を
導入）

○第三者評価制度の導入
・国の認証を受けた評価機関が大学を定
期的に評価

・評価結果を公表
（・自己点検・評価の公表を義務化（平

成16年））

【規制改革の動き】

【中央教育審議会の提言】

○「大学の質の保証に係る新たなシステムの構築について」（平成１４年８月 答申）
「国の事前規制である設置認可を弾力化し、大学が自らの判断で社会の変化等に対応して多様で特色のある教育研究活動を展開できるよ

うにする。それとともに、大学設置後の状況について当該大学以外の第三者が客観的な立場から継続的に評価を行う体制を整備する。
これらのことにより、大学の自主性・自律性を踏まえつつ、大学の教育研究活動の質の維持向上を図り、その一層の活性化が可能となるよう
な新たなシステムを構築することとする。」

①設置認可の見直し （平成１５年度審査（平成１６年度開設）より適用）

○届出制度の導入 （学校教育法の改正）

○抑制方針の撤廃 （審議会内規の廃止）

○設置審査の準則化 （省令（大学設置基準等）及び告示の改正・制定）

②認証評価制度の導入 （平成１６年度より適用） （学校教育法の改正）

③法令違反状態の大学に対する段階的是正措置の導入 （平成１５年度より適用）（学校教育法の改正） 4



各大学の学内での取組
（①内部質保証）

我が国の大学の質保証のイメージ図
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➃ 認証評価（第三者評価）

文科大臣が認証した評価団体

が実施（７年に１回）

自己改善 自己点検・評価
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【設置認可審査等による入口における質保証】

（大学の設置申請から完成年度までの質保証）

【情報公表や認証評価制度等による恒常的な質保証】

認可後のフォロー

設置計画の履行を

チェック

⑤社会への情報公表

完
成
年
度

H23年から義務化

教育課程，教員数・教員資格，校地・校舎面積などの最低基準を定める（教育研究水準を確保）

大
学
新
設

② 設置認可審査
大学設置・学校法人審議会に

よる審査（ピア・レビュー）

③ 大学設置基準

結
果
の
公
表

教育研究活動
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大学設置基準（昭和３１年文部省令第２８号）
（趣旨）
第一条 大学（短期大学を除く。以下同じ。）は、学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）その他の法令の規定によるほか、この省令の定めると
ころにより設置するものとする。

２ この省令で定める設置基準は、大学を設置するのに必要な最低の基準とする。
３ 大学は、この省令で定める設置基準より低下した状態にならないようにすることはもとより、その水準の向上を図ることに努めなければならない。

◆総則◆

○趣旨
○教育研究上の目的
○入学者選抜

○学部・学科・課程
○学部以外の基本組織

○教員組織
○授業科目の担当
○専任教員

◆教員組織◆

◆教育研究上の基本組織◆

◆収容定員◆

○学長、教授等の資格

◆教員の資格◆

○収容定員

○事務組織
○厚生補導の組織

◆共同教育課程に関する特例◆

◆事務組織等◆

○校地・運動場・校舎等施設
○校地・校舎面積基準
○図書等の資料及び図書館
○附属施設
○機械・器具等

◆校地、校舎等の施設及び設備等◆◆教育課程◆

◆教育課程◆

◆卒業の要件等◆

○教育課程の編成方針・方法
○単位
○授業期間
○授業の方法
○成績評価基準等の明示
○組織的な研修
○昼夜開講制

○単位の授与
○履修科目の登録の上限
○他の大学の授業科目の履修、大学
以外の教育施設等における学修、
入学前の既修得単位の認定
○長期履修・科目等履修生
○卒業の要件

◆卒業の要件等◆

設置基準の概要

◆国際連携学科に関する特例◆

◆雑則◆

○外国に設ける組織
○段階的整備

学校教育法（昭和２２年法律第２６号）

第三条 学校を設置しようとする者は、学校の種類に応じ、文部科学大臣の定める設備、編制その他に関する設置基準に従い、
これを設置しなければならない。

第八条 校長及び教員（教育職員免許法（昭和二十四年法律第百四十七号）の適用を受ける者を除く。）の資格に関する事項は、別に法律で定める
もののほか、文部科学大臣がこれを定める。
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第三章 教員組織
（専任教員数）
第十三条 大学における専任教員の数は、別表第一により当該大学に置く学部の種類及び規模に応じ定める教授等の

数（共同学科を置く学部にあつては、当該学部における共同学科以外の学科を一の学部とみなして同表を適用して得ら

れる教授等の数と第四十六条の規定により得られる当該共同学科に係る専任教員の数を合計した数）と別表第二によ

り大学全体の収容定員に応じ定める教授等の数を合計した数以上とする。

大学設置基準について（専任教員）

別表１抜粋

収容定員 専任教員数 収容定員 専任教員数

文学関係 ３２０－６００ １０ ２００－４００ ６

教育学・保育学関係 ３２０－６００ １０ ２００－４００ ６

法学関係 ４００－８００ １４ ４００－６００ １０

経済学関係 ４００－８００ １４ ４００－６００ １０

社会学・社会福祉学関係 ４００－８００ １４ ４００－６００ １０

理学関係 ２００－４００ １４ １６０－３２０ ８

工学関係 ２００－４００ １４ １６０－３２０ ８

農学関係 ２００－４００ １４ １６０－３２０ ８

獣医学関係 ３００－６００ ２８ ２４０－４８０ １６

薬学関係（臨床に係る実践的な能力を培うこ

とを主たる目的とするもの）
３００－６００ ２８ ２４０－３６０ １６

薬学関係（臨床に係る実践的な能力を培うこ

とを主たる目的とするものを除く。）
２００－４００ １４ １６０－２４０ ８

家政関係 ２００－４００ １０ １６０－２４０ ６

美術関係 ２００－４００ １０ １６０－２４０ ６

音楽関係 ２００－４００ １０ １６０－２４０ ６

体育関係 ２００－４００ １２ １６０－３２０ ８

保健衛生学関係（看護学関係） ２００－４００ １２ ― ―

保健衛生学関係（看護学関係を除く。） ２００－４００ １４ １６０－３２０ ８

学部の種類
１学科で組織する場合の専任教員数 ２以上の学科で組織する場合の１学科の収容定員並びに専任教員数
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（校地の面積）
第三十七条 大学における校地の面積（附属病院以外の附属施設用地及び寄宿舎の面積を除く。）は、収容定員上の学

生一人当たり十平方メートルとして算定した面積に附属病院建築面積を加えた面積とする。
２ 前項の規定にかかわらず、同じ種類の昼間学部（昼間において授業を行う学部をいう。以下同じ。）及び夜間学部が近

接した施設等を使用し、又は施設等を共用する場合の校地の面積は、当該昼間学部及び夜間学部における教育研究
に支障のない面積とする。

３ 昼夜開講制を実施する場合においては、これに係る収容定員、履修方法、施設の使用状況等を考慮して、教育に支障
のない限度において、第一項に規定する面積を減ずることができる。

（校舎の面積）
第三十七条の二 校舎の面積は、一個の学部のみを置く大学にあつては、別表第三イ又はロの表に定める面積（共同学

科を置く場合にあつては、当該学部における共同学科以外の学科を一の学部とみなして同表を適用して得られる面積
に第四十八条第一項の規定により得られる当該共同学科に係る面積を加えた面積）以上とし、複数の学部を置く大学
にあつては、当該複数の学部のうち同表に定める面積（共同学科を置く学部については、当該学部における共同学科
以外の学科を一の学部とみなして同表を適用して得られる面積）が最大である学部についての同表に定める面積（共同
学科を置く学部については、当該学部における共同学科以外の学科を一の学部とみなして同表を適用して得られる面
積）に当該学部以外の学部についてのそれぞれ別表第三ロ又はハの表に定める面積（共同学科を置く学部について
は、当該学部における共同学科以外の学科を一の学部とみなして同表を適用して得られる面積）を合計した面積を加え
た面積（共同学科を置く場合にあつては、第四十八条第一項の規定により得られる当該学科に係る面積を加えた面積）
以上とする。

設置基準について（校地・校舎面積基準）
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設置認可制度の概要

【設置に認可が必要な組織】

大学を新設する場合等においては、文部科学大臣の認可が必要（学校教育法第４条第１項第一号）。また、文部科
学大臣が認可を行う場合には、大学設置・学校法人審議会への諮問が必要（同法第９５条）。

○大学、大学の学部、大学の学部の学科
○大学院、大学院の研究科、大学院の研究科の専攻
○短期大学、短期大学の学科
※大学の学部・学科、大学院の研究科・専攻及び短期大学の学科については、授与

する学位の種類と分野の変更を伴わない場合は認可を要しない（届出で足りる）

【審査の基準】
文部科学省告示として「大学、大学院、短期大学及び高等専門学校の設置等に係る認可の基準」が定められており、これに基づ

いて大学設置・学校法人審議会大学設置分科会において審査。

○学校教育法や大学設置基準等の法令に適合すること。
○学生確保の見通し、及び人材需要等社会の要請があること。

○既設の大学等の入学定員超過率が一定割合未満であること。
○医師、歯科医師、獣医師及び船舶職員の養成に係る大学等の設置でないこと。
○虚偽申請等の不正行為があって一定期間を経過していない場合等でないこと。

大学設置基準等に基づく実際の審査における主な観点は以下の通り。
◆全体の設置計画についての審査

〔設置の趣旨・目的〕
・設置の趣旨・目的が、「学術の中心として、広く知識を授けるとともに、深く専門の学芸を教授研究し、知的、道徳的及び応用的能
力を展開させる」という学校教育法上の大学の目的に適合していること。

〔教育課程〕
・当該大学等の教育上の目的を達成するために必要な授業科目を自ら開設し、体系的に教育課程が編成されていること。

〔教員組織〕
・大学の教育研究上の目的を達成するため、教育研究組織の規模並びに授与する学位の種類及び分野に応じ、必要な教員が置かれてい
ること。

〔名称、施設・設備等〕
・大学、学部及び学科の名称が大学等として適当であるとともに、当該大学等の教育研究上の目的にふさわしいものであること。

・大学の組織及び規模に応じ、研究室、教室、図書館、医務室、学生自習室等の専用の施設を備えた校舎を有していること。

◆教員審査
・研究上の業績等を有するとともに、大学における教育を担当するにふさわしい教育上の能力を有すると認められること。
・専ら当該大学における教育研究に従事するものと認められること。

【設置認可の流れ】
①設置認可の申請（大学新設：前々年度10月末、学部等新設：前年度3月末）
②文部科学大臣から大学設置・学校法人審議会へ諮問
③審議会において審査（大学新設：10ヶ月、学部等新設５ヶ月）
④審議会から答申後、文部科学大臣が認可の可否を決定（８月末頃）
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【概要】
・平成１６年度から、大学は、文部科学大臣の認証を受けた第三者機関（認証評価機関）による評価（認証評価）を受け
ることが義務付けられている。

【目的】
・評価結果が公表されることにより、大学等が社会的評価を受ける
・評価結果を踏まえて大学等が自ら改善を図る

【種類】
① 大学の教育研究等の総合的な状況の評価（いわゆる機関別認証評価）

大学等の教育研究、組織運営及び施設設備の総合的な状況について評価
（７年以内ごと）
② 専門職大学院の評価（いわゆる分野別認証評価）

専門職大学院の教育課程、教員組織その他教育研究活動の状況について評価
（５年以内ごと）

・各認証評価機関が定める評価基準に従って実施
・大学は認証評価機関の中から評価を受ける機関を選択

【大学評価基準】
認証評価機関は自ら定める大学評価基準に基づいて評価を行う。大学評価基準については文部科学省令におい

て大枠（※）が定められており、各認証評価機関はこの大枠の範囲内で具体的な基準を定めることとなる。
（※）文部科学省令において定める大学評価基準の大枠

１．大学評価基準が学校教育法や大学設置基準などの法令に適合していること
２．大学評価基準に大学の特色ある教育研究の進展に資する項目が定められていること
３．大学評価基準に次の事項が含まれていること

①教育研究上の基本組織、②教員組織、③教育課程、④施設及び設備、⑤事務組織、⑥教育研究活動等の状況に係る情報の公
表、

⑦財務、⑧その他教育研究活動等

【評価の方法】
認証評価の方法については、①大学の自己点検・評価の結果分析及び②大学への実地調査が義務付け。

【評価結果の公表等】
認証評価機関は、評価結果について、①大学への通知、②公表、③文部科学大臣への報告を行わなければならな

い。

認証評価制度の概要
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認証評価制度と他の質保証制度との関係について（イメージ図）

認証評価
（認証評価機関）

学校法人運営調査
（学校法人運営調査委員会）

国立大学法人評価（＊）
（国立大学法人評価委員会）各大学における

内部質保証

大学設置・学校法人審議会大学設置分科会
長報告（H27.8.27）より抜粋

文部科学省に対しては、当審議会から設置者
に対して求めた改善事項やその対応状況を確
実に追跡し、加えてその後に行われる認証評価
との連携を図り、継続的に改善が図られるよう
なシステムの構築を要望する。

※会議は非公開。（情報公開法第5条：法人等の権利、競争

上の地位その他正当な利 益を害され るおそ れ等 があるた め。）

※実地調査を行った結果、指導助言事項を

付した学校法人に対しては、文部科学省が継
続して指導・助言（フォローアップ）を実施。

毎年度実施、H27年度は50法人を対象

中期目標期間評価については６年ごとに実施

機関別認証評価（大学等）を７年以内
ごとに、分野別評価（専門職大学院）
を
５年以内ごとに実施

※大学設置分科会での審議の結果、「改善

意見」等を付すこととされたものについては、
当該大学に通知するとともに、公表

設置認可後、原則完成年度まで実施

※大学等の教育研究、組織運営及び施設
設備の総合的な状況について評価・公表

大学自らの責任でPDCAサイクル
を適切に機能させ、教育研究活
動の質を向上（大学内部の自律
的な活動に基づく質保証が原
則）

相互の評価において
評価資料・結果の活用

促進が必要
（評価の効率化）

(＊) 公立大学にあっては
公立大学法人評価

各大学のPDCAサイクル
（内部質保証）が確立・
機能しているかを重視し
た評価の促進が必要
（評価項目の明確化）

認証評価における
指摘事項も参考に
調査を実施

調査の結果付された意見等
への対応状況について継続
的な改善が図られるよう
制度間の連携が必要
（制度間の連携強化）設置計画履行状況調査

（大学設置・学校法人審議会）

※中期目標期間の業績を評価（教育研究の状況も含めた業

務全般について中期目標の達成状況を評価） を実施・公表

（教育研究面の評価は（独）大学評価・学位授与機構に要
請）。

当該評価結果は、次期の中期目標・計画の内容や運営費

交付金の算定に反映。
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大学の情報公開制度等

●教育研究活動の状況の公表に関する義務について法律レベルで規定 (平成19年～）

●各大学が公表すべき教育情報を具体的に規定 （平成23年）

【学校教育法施行規則】
第百七十二条の二 大学は、次に掲げる教育研究活動等の状況についての情報を公表するものとする。

一 大学の教育研究上の目的に関すること
二 教育研究上の基本組織に関すること
三 教員組織、教員の数並びに各教員が有する学位及び業績に関すること
四 入学者に関する受入方針及び入学者の数、収容定員及び在学する学生の数、卒業又は修了した者の数並びに進学者数及び就職者数その他進学

及び就職等の状況に関すること
五 授業科目、授業の方法及び内容並びに年間の授業の計画に関すること

六 学修の成果に係る評価及び卒業又は修了の認定に当たつての基準に関すること
七 校地、校舎等の施設及び設備その他の学生の教育研究環境に関すること
八 授業料、入学料その他の大学が徴収する費用に関すること
九 大学が行う学生の修学、進路選択及び心身の健康等に係る支援に関すること

２ 大学は、前項各号に掲げる事項のほか、教育上の目的に応じ学生が修得すべき知識及び能力に関する情報を積極的に公表するよう努めるものとする。

３ 第一項の規定による情報の公表は、適切な体制を整えた上で、刊行物への掲載、インターネットの利用その他広く周知を図ることができる方法によつて
行うものとする。

第百十三条 大学は、教育研究の成果の普及及び活用の促進に資するため、その教育研究活動の状況を公表するものとする。

●情報公開への取組状況を認証評価における評価 の対象に位置付け（平成23年）

【学校教育法第１１０条第２項に規定する基準を適用するに際して必要な細目を定める省令】
第一条 学校教育法 （略）第百十条第三項に規定する細目のうち、同条第二項第一号に関するものは、次に掲げるものとする。

一 大学評価基準が、法及び学校教育法施行規則 （略）並びに大学（（略））に係るものにあっては大学設置基準 （略）に、それぞれ適合していること。
二～四 （略）

２ 前項に定めるもののほか、法第百九条第二項の認証評価に係る認証評価機関になろうとする者の認証の基準に係る法第百十条第三項に規定する細
目のうち、同条第二項第一号に関するものは、当該認証評価に係る大学評価基準が、次に掲げる事項について認証評価を行うものとして定められている
ものとする。
一 ～五 （略）

六 教育研究活動等の状況に係る情報の公表に関すること。
七・八 （略）
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○関係者にわかりやすく大学の教育活動状況を発信

→ 大学の説明責任体制の向上、進学希望者への進路選択支援、国際的信頼性の向上

○大学の活動状況の把握・分析のための教育情報活用

→ 根拠情報に基づく質の向上に向けた取組の加速、評価における情報活用の促進

○共通的な情報の公表を通じた大学による各種調査への対応の負担軽減

→ 大学運営の効率向上

【評価機関】

【各種の調査】

教育情報の
活用による大学の

活動状況の把握・分析

国内外への情報発信

【大 学】
各大学の情報提供の負担軽減

【大学進学希望者】

【大学教育の関係者】

○大学の教育情報を活用・公表するための共通的な仕組み（平成27年3月国公私大学の情報提供開始）

大学ポートレートの概要

大
学
ポ
ー
ト
レ
ー
ト

【公表画面・検索画面イメージ】
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学位の分野の名称等について

○昭和31年 ・大学設置基準が制定された当初の学士の分野の種類は次の25種類
文学士、教育学士、神学士、社会学士、教養学士、学芸学士、社会科学士、法学士、政治学士、経済学士、商学士、経営学士、理

学士、医学士、歯学士薬学士、工学士、商船学士、農学士、獣医学士、水産学士、家政学士、芸術学士、体育学士、衛生看護学士

※その後、以下の変更があり、平成３年には29種類。
・衛生看護学士が看護学士と保健衛生学士の２種類に分離

・芸術学士が芸術学士と芸術工学士の２種類に分離
・鍼灸学士と栄養学士が追加

○平成３年 ・学士が称号から学位に
専攻分野に応じ細分化されていた種類を廃止(博士等の学位も同様)

○平成１５年 ・専門職学位（修士（専門職）、法務博士（専門職））を新設

○平成１７年 ・短期大学士の学位を新設

○平成２６年 ・日本学術会議大学教育の分野別質保証委員会報告

※名称表記の改善に関する提案

①「○○学」にとらわれない、②組織名との区別、③複数の語を組み合わせた名称の意味の明確化、
④分かりやすく単純で共通性のある表現を

250

382

556

675 694 722 723

0

100

200

300

400

500

600

700

800

H6 H11 H16 H21 H25 H26 H27

学士の学位に付記する専攻分野の名称の多様性の変化

大学改革支援・学位授与機構調べ
平成28年11月 14



２．大学教育の改革状況等に関する状況について

15



16

大学における教育内容等の改革状況について

○学位授与方針等とカリキュラムの整合性を考慮などは割合が高い一方、ナンバリングの実施や、教員間で授業
科目の内容の調整を行っている割合は低い状況。
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大学における教育内容等の改革状況について

○ＩＣＴを活用した教育を実施する大学の割合は高まりつつあるものの、いずれの項目も半数に満たない状況。
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大学における教育内容等の改革状況について

○学修時間や学習行動の把握を行っている大学は数年で急激に増加している。

（※）大学院のみを設置する大学は母数に含めない。

（※）大学院のみを設置する大学は母数に含めない。
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大学における教育内容等の改革状況について

○学生の学修成果の把握を行っている大学は半数以下の状況。
○調査・測定を行っている事項としては、知識・理解や汎用的能力に関する割合がやや高く、課題を解決する
能力や態度・志向性、専門的な技術や技能に関する割合等がやや低い状況にある。

（※）大学院のみを設置する大学は母数に含めない。
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大学における教育内容等の改革状況について

○授業科目を連携し、関連させ、組織的な教育を展開している大学は増加しているものの、それらの取組を実
施していない大学もまだ多い状況。
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大学における教育内容等の改革状況について

○ＩＲについては、全学的なＩＲを専門で担当する部署を設置する大学数が平成24 年と比較して増加してい
るが、まだ取組が全体的な広まりを見せているとは言えない状況。

※ＩＲ（インスティトゥーショナル・リサーチ）

大学の組織や教育研究等に関する情報を収集・分析することで、学内の意思決定や改善活動の支援や、外部に対する説明責任を果たす
活動といわれており、アメリカでは、ＩＲを担当する部署で、連邦政府への報告や地域の基準認定に関連した業務、学生の履修登録管理
等のデータ収集や分析を行っているとされている。また、我が国でも、複数の大学が連携して共通のデータ収集を行うことによる大学間
での相互評価や、学生の状況観測等の取組が行われている。
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大学における教育内容等の改革状況について

※履修証明プログラム
社会人等の学修の機会を拡充するため、120
時間以上の特別な課程として編成されるも
ので、大学は、課程の修了者に証明書を交
付することができる。

○履修証明プログラムを開設している大学は増加傾向にはあるが、いまだ１０％強にとどまっており、証明
書交付者数も年間3,000人に達していない状況である。



３．学生の学修に係る状況について
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大学入学者の学力・学習状況に関する関係者の認識

入学者の学力・学習の状況（全体）【大学】

四年制大学に進学予定の３年生の学力・学習の状況（全体）【高校】

（出典）ベネッセ教育総合研究所「高大接続に関する調査（2013年）」

【調査対象】

・全国の高等学校の校長

・全国の大学の学科長

【有効回答数】

・高校1,228名（配布数2,500通、回収率49.1％）

・大学2,012名（配布数5,060通、回収率39.8％）

【調査時期】

・2013年11月～12月

Ｑ：貴学科の1年生についてお聞きします。貴学科の今年
度の1年生で、次のような学生はどれくらいいますか。

Ｑ：貴校から四年制大学に進学する予定の生徒（3年生）についてうかがいます。
進学予定の3年生の中で、次のような生徒はどれくらいいますか。

◆ 大学も高校も、学生（生徒）の学力・学習状況について、知識・理解、学習習慣、基本スキル、目的意識のいずれも不足して

いると認識している。
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大学生の学修時間の状況について① 国立教育政策研究所「大学生の学習実態に関する調査研究」（平成28年３月）

図１ 専攻分野別 １週間当たりの授業への出席時間（１・２年生）

図２ 専攻分野別 １週間当たりの授業の予習・復習等の時間（１・２年生）

○１週間当たりの授業出席時間の平
均は約20時間（１年生、２年生）

○専攻分野別では、

・「医・歯・薬」、「看護・保健」では６割以

上、「理・工・農」、「教育・家政」でも５
割以上の学生が週に「21〜25時間」

以上授業に出席
・「社会科学」ではその割合は３割程度

授業への出席

○１週間当たりの授業の予習・復習等
の時間の平均は約５時間で、授業出
席時間の４分の１（１年生、２年生）

○専攻分野別では、
・いずれの分野においても最頻値は「１
～５時間」（赤色）

・授業への出席時間が長い「医・歯・
薬」、「看護・保健」においては比較的
長い

・「社会科学」では週当たりの予習・復
習等の時間が「１〜５時間」以下の学
生が８割

授業の予習・復習
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大学生の学修時間の状況について②
国立教育政策研究所「大学生の学習実態に関する調査研究」（平成28年３月）

授業に関連した自律的学習時間の変化（2007年度・2014年度）

○同様の調査票を用いて2007年度に全国の大学生を対象に東京大学大学経営・政策センターが実施した調査（東大CRUMP調査）の結
果（金子元久（2013）『大学教育の再構築－学生を成長させる大学へ』、東京大学出版会、p.39より引用）によれば、１年生の授業に関

連した自律的学習時間は「０時間」が10.9%、「１〜５時間」が57.5％、「６〜10時間」が16.4％であり、今回（2014年度）の結果とほぼ同じ。

○国立教育政策研究所が実施した調査（NIER調査）と東大CRUMP調査では、調査対象者の抽出方法、調査の実施時期（実施月）が異

なるため、厳密な意味での比較をすることはできないが、この７年間で授業に関連する自律的学習時間が大きく変化したとは
言えないと解釈できる。

（参 考）
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27

大学生の授業に対する評価 国立教育政策研究所「大学生の学習実態に関する調査研究」（平成28年３月）

○大学生の授業に対する評価について、肯定的な意見（「役立っている」と「少し役立っている」の合計）の割合が高いが、
はっきりと「役立っている」と回答する割合は高くはない状況。

○外国語の力に関しては、肯定的な意見が４割以下の状況。
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４．最近の施策等について

28



「三つの方針」に基づく大学教育改革の実現に向けた省令改正「三つの方針」に基づく大学教育改革の実現に向けた省令改正

・生涯学び続け、主体的に考える力を持ち、未来を切り拓いていく人材を育成する大学教育の実現

・大学教育の「入口」から「出口」までを一貫したものとして構築し、高等学校や産業界をはじめ広く社会に発信
大学教育の充実に向けた
PDCAサイクルの確立

各大学の教育理念を踏まえ、

一貫性あるものとして策定

卒業認定・学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー）
学生が身に付けるべき資質・能力の明確化

＜PDCAサイクルの起点＞

教育課程編成・実施の方針（カリキュラム・ポリシー）
体系的で組織的な教育活動の展開のための教育課程編成、

教育内容・方法、学修成果の評価方法の明確化

入学者受入れの方針（アドミッション・ポリシー）
入学者に求める学力の明確化、
具体的な入学者選抜方法の明示

≪学校教育法施行規則の改正≫
全ての大学等において、以下の三つの方針を一貫性あるものとして策定し、公表するものとする。

①卒業認定・学位授与の方針、②教育課程編成・実施の方針、③入学者受入れの方針
（平成28年３月31日改正、平成29年４月１日施行）

大学教育の
質的転換

各大学の建学の精神や強み・特色等を踏まえた自主的・自律的な三つの方針の策定と運用の参考指針

≪三つの方針の策定及び運用に関するガイドライン≫

（主な内容）

・ 三つのポリシーの策定単位は、学位プログラム（授与される学位の専攻分野ごとの入学から卒業までの課程）を基本に、各大学が適切に判断。

・ 各大学において、

①卒業までに学生が身に付けるべき資質・能力を示すディプロマ・ポリシーと、それを達成するための教育課程の編成・実施の在り方を

示すカリキュラム・ポリシー、②これら二つのポリシーを踏まえて学生を受け入れるためのアドミッション・ポリシーを、それぞれ策定。

・ 三つのポリシーに基づく大学教育の諸活動を実施するとともに、その結果の自己点検・評価とそれを踏まえた改善に取り組み、大学教育の

内部質保証システムを確立。

・ 三つのポリシーとそれに基づく教育の実績等を分かりやすく積極的に情報公開することで、高校の進路指導を改善するとともに、産業界から

の理解を得て連携を強化。

（平成28年３月31日 中央教育審議会大学分科会大学教育部会）
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認証評価制度の改善について

【経緯等】

≪背景・課題≫

○ 大学の質保証については、平成16年に第三者評価制度である認証評価制度が導入され、現在2巡

目の評価が実施されているところ、現行の認証評価制度に対しては、以下のような指摘がなされてい
る。

・法令適合性等の外形的な評価項目等が多く、必ずしも教育研究活動の質的改善が中心となってい
ない
・評価結果を教育研究活動の改善に活かす仕組みが十分ではない
・社会一般における認証評価の認知度が十分ではない

≪平成28年3月18日≫中央教育審議会大学分科会「認証評価制度の充実に向けて（審議まとめ） 」をとりまとめ
⇒審議まとめを踏まえ、「学校教育法第百十条第二項に規定する基準を適用するに際して必要な細目を定める

省令の一部を改正する省令」 を 平成28年3月31日公布、平成30年4月1日施行

中央教育審議会大学分科会大学教育部会を中心に 認証評価制度の改善に向け検討

【省令改正内容】

○ 大学評価基準において定める評価事項関連

（１）大学評価基準における共通項目の充実
大学評価基準に共通して定めなければならない事項として、以下の点を追加するものとする。
①三つの方針（※）に関すること。
②教育研究活動等の改善を継続的に行う仕組み（内部質保証）に関すること。

（２）重点評価項目の設定
大学評価基準に定める項目のうち、内部質保証に関することについては、重点的に認証評価を行うものとする。

（３）設置計画履行状況等調査（AC）との連携
認証評価機関はACの結果を踏まえた文部科学大臣の意見において「是正意見」「改善意見」が付された大学に対する評価を行

うに当たっては、当該意見に対して講じた措置を把握するものとする。

※卒業認定・学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー）、教育課程編成・実施の方針（カリキュラム・ポリシー）、入学者受入れの方針（アドミッション・ポリシー）
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○ 評価の質の向上

（１）認証評価機関の自己点検・評価の義務化
認証評価機関は、大学評価基準、評価方法、評価の実施状況並びに組織及び運営の状況について自ら点検及び評価を行い、

その結果を公表するものとする。
（２）認証評価機関におけるフォローアップ

認証評価機関は、評価の結果、改善が必要とされる事項を指摘した大学の教育研究活動等の状況について、当該大学の求め
に応じ、再度評価を行うよう努めるものとする。

（３）評価における社会との関係強化
認証評価機関は、その評価方法に、高等学校、地方公共団体、民間企業等の関係者からの意見聴取が含まれるものとする。

認証評価制度の改善について②

【中教審審議まとめを踏まえた取組】

○ 各大学等が、教育研究の質の確保に資する内部質保証の体制の構築等に取り組む際、また認証評価機関
が大学評価基準等を見直し、認証評価を行う際には、以下のような事項に取り組む。

・内部質保証に関することについて、優れた取組等を実施していると評価した大学等に対し、次回評価において評価内容及び
方法の弾力化により評価の効率化を図ること。また、法令遵守事項については、評価書やチェックシートの確認など方法の
簡略化を図ること。

・大学の自己点検・評価の段階から客観的なデータや指標の積極的な活用、認証評価機関においても定量的な評価の実施
やエビデンスの収集強化に取り組むこと。

・教育の質的転換を促進するため、各大学等が学生の学修状況の把握・評価の実施状況についての評価に取り組むこと。
・評価の過程において、認証評価と社会との関係強化等の観点から、高等学校、地方公共団体、企業、学生等からの意見聴

取に取り組むこと。
・重点評価項目である内部質保証について段階別評価の活用など、評価結果を社会一般に対して分かりやすく発信するととも

に、特に優れた取組を積極的に公表すること。
・認証評価に係る各大学等の負担の軽減のため、国立大学法人評価などの他の評価における教育研究に関する評価資料及

び結果も活用した評価に取り組むこと。

※高等専門学校の教育研究等の総合的な状況に係る認証評価（機関別評価）においても、上記省令改正内容について、準用す
る。
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平成29年度予算額 15億円（平成28年度予算額 17億円）

テーマⅠ：アクティブ・ラーニング（9件）

学生の能動的な活動を取り入れた教授・学習法の実施により、認知的、倫理的、社会
的能力、教養、知識、経験を含めた汎用的能力の育成を図る取組（課題解決型学習
やディスカッション、グループワーク等の双方向型授業の実施 等）

各種指標を用いて学修成果の可視化を行い、その結果を基に教育内容・方法等の改
善を行う取組（学修ポートフォリオの構築、アセスメント・テストの実施 等）

テーマⅡ：学修成果の可視化（8件）

テーマⅠ・テーマⅡ複合型（21件）

テーマⅢ：高大接続（5件）

高校関係者と大学関係者との間で互いの教育目標や教育内容、方法について相互理
解を図ること等により、高校教育と大学教育の連携を強力に進める取組（アドバンスト・プ
レイスメントや初年次教育の実施 等）

テーマⅣ：長期学外学修プログラム（ギャップイヤー）（12件）

テーマⅤ：卒業時における質保証の取組の強化（19件）

●徳島大学
・県立広島大学
・立正大学

・京都光華女子大学
・徳山大学
・福岡工業大学

・崇城大学
・仙台高等専門学校
・明石工業高等専門学校

・横浜国立大学
●北九州市立大学

・八戸工業大学

・東京女子大学
・新潟工科大学
・福岡歯科大学

・富山短期大学
・阿南工業高等専門学校

・宇都宮大学
・金沢大学
・山口大学

・長崎大学
・大阪府立大学

・共愛学園前橋国際大学
・芝浦工業大学
・玉川大学

・東京電機大学
・東京理科大学
・創価大学

・産業能率大学
・金沢工業大学

・京都外国語大学
・関西大学
・関西国際大学

・比治山大学、比治山大学
短期大学部
・宮崎国際大学

●京都光華女子大学
短期大学部

・福岡医療短期大学
・岐阜工業高等専門学校

・千葉大学
● 東京農工大学

・愛媛大学
・三重県立看護大学

・杏林大学

・小樽商科大学
● 新潟大学

・神戸大学

・福岡女子大学

・工学院大学
・津田塾大学
・文化学園大学

・武蔵野大学

・東京工科大学
・浜松学院大学
・長崎短期大学

・宇部工業高等専門学校

入学直後等に、１か月以上の長期の「学外学修プログラム」を開発・実施する大学のサ
ポート体制整備を行う取組（学事暦の見直し等による長期インターンシップ、ボランティア、
フィールドワークの実施 等）

卒業段階でどれだけの力を身に付けたのかを客観的に評価する仕組みやその成果をより
目に見える形で社会に提示するための効果的な手法等を開発する取組（学位プログラム
内で共有できるルーブリックやディプロマ・サプリメントの開発 等）

・山形大学

・茨城大学
・東京外国語大学
・高知大学

・鹿屋体育大学
・大阪市立大学

・兵庫県立大学

・千歳科学技術大学

・東北公益文科大学
・東日本国際大学
・東京薬科大学

・東京都市大学
●日本福祉大学

・大阪工業大学

・日本赤十字九州国際看護

大学
・東海大学短期大学部
・山梨学院短期大学

・松本大学松商短期大学部
・徳山工業高等専門学校

（Acceleration Program for University Education Rebuilding : AP)
大学教育再生加速プログラム 「高大接続改革推進事業」

志願者の意欲・能力・適性を多面的・総合的に評価・判定する入学者選抜方法を開
発・実施する取組（思考のプロセスや発想を重視した課題解決型の入試等の開発 等）

テーマⅢ：入試改革（3件）

・お茶の水女子大学 ・岡山大学 ・追手門学院大学

高等学校や社会との円滑な接続の下、３つの方針（「卒業認定・学位授与の方針」（ディプロマ・ポリシー）、「教育課程編成・実施の方針」（カリキュラ
ム・ポリシー）、「入学者受入れの方針」（アドミッション・ポリシー））に基づき、入口から出口まで質保証の伴った大学教育を推進

現在、社会において求められる人材は高度化・多様化しており、大学は待ったなしで改革に取り組み、若者の能力を最大限に伸ばし、社会の期待に応えるため、

これまで以上に教育内容を充実させ、学生が徹底して学ぶことのできる環境を整備する必要があり、これまでのGP事業等により実施された教育改革に関する実
績を踏まえた上で、我が国の高等教育に共通の課題に対して取り組む大学を支援することにより、大学教育の質的転換の加速を促し、大学の人材養成機能の
抜本的強化を推進

●：テーマ別幹事校

32



（参考）関連する民間取組について
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THE世界大学ランキング（分野・項目・配点割合）

 分野（Pillars）  項目（Metrics )
 学生一人あたりの資金 10

 学生一人あたりの教員数 8

 教員一人あたりの論文数・被引用回数 7

 大学合格者の学力 6

 教員一人あたりの競争的資金獲得数 7

 高校教員の評判調査：グローバル人材育成の重視 13

 高校教員の評判調査：入学後の能力伸長 13

 企業人事の評判調査 7

 研究者の評判調査 13

 外国人学生比率 8

 外国人教員比率 8

 教育満足度
 Engagement

 教育成果
 Outcomes

 国際性
 Enviroment

38

26

20

16

％

 教育リソース
 Resources

●世界版 ●日本版

分野（Pillars） 世界版 アジア版 日本版

教育力 30% 25% 38%

研究力 30% 30% 26%

研究の影響力 30% 30% 20%

国際性 7.5% 7 .5% 16%

産業界からの収入 2.5% 7 .5%

分野（Pillars）

教育リソース

教育満足度

教育成果

国際性

【THE世界大学ランキング世界版と日本版の分野整理の相違点】

【THE世界大学ランキング日本版2017 メソドロジー】

出典：株式会社ベネッセホールディングス 2017年3月30日配付資料等から作成

３
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「THE世界大学ランキング 日本版 ２０１７」
（総合順位概要）

出典：株式会社ベネッセホールディングス 2017年3月30日配付資料等から作成 35



THE世界大学ランキング 日本版 【分野別順位】

出典：株式会社ベネッセホールディングス 2017年3月30日配付資料等から作成

順位 大学名 順位 大学名 順位 大学名 順位 大学名

1 東京医科歯科大学 1 国際教養大学 1 東京大学 1 立命館アジア太平洋大学

2 東京大学 2 東京大学 =2 京都大学 2 大阪経済法科大学

3 京都大学 =3 京都大学 =2 大阪大学 3 東京国際大学

4 東北大学 =3 東北大学 4 東北大学 4 麗澤大学

5 浜松医科大学 5 早稲田大学 5 慶應義塾大学 5 上智大学

6 東京工業大学 6 慶應義塾大学 6 名古屋大学 6 東京外国語大学

7 豊田工業大学 7 筑波大学 7 東京工業大学 7 福岡女子大学

8 大阪大学 8 大阪大学 8 北海道大学 8 山梨学院大学

9 名古屋大学 9 東京工業大学 9 九州大学 9 国際基督教大学

10 札幌医科大学 =10 九州大学 10 早稲田大学 10 北陸大学

11 九州大学 =10 国際基督教大学 11 一橋大学 11 亜細亜大学

12 滋賀医科大学 12 上智大学 12 筑波大学 12 会津大学

13 兵庫医科大学 13 名古屋大学 13 神戸大学 13 国際教養大学

14 奈良県立医科大学 14 明治大学 14 広島大学 14 神戸国際大学

15 旭川医科大学 15 北海道大学 15 東京理科大学 15 明海大学

16 北海道大学 16 一橋大学 16 千葉大学 16 聖学院大学

17 大阪医科大学 17 広島大学 17 立命館大学 =17 早稲田大学

18 福島県立医科大学 18 同志社大学 18 上智大学 =17 名古屋経済大学

19 日本医科大学 19 立命館大学 19 金沢工業大学 19 神田外語大学

20 筑波大学 20 立命館アジア太平洋大学 20 国際基督教大学 20 京都外国語大学

教育リソース
Resources

教育満足度
Engagement

教育成果
Outcomes

国際性
Environment

※順位横の「＝」標記は、同順位であることを示している。
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（参考）過去の答申について
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～学士課程共通の「学習成果」に関する参考指針～

１．知識・理解
専攻する特定の学問分野における基本的な知識を体系的に理解

するとともに、その知識体系の意味と自己の存在を歴史・社会・自
然と関連付けて理解する。
（１）多文化・異文化に関する知識の理解
（２）人類の文化、社会と自然に関する知識の理解

２．汎用的技能
知的活動でも職業生活や社会生活でも必要な技能

（１）コミュニケーション・スキル
日本語と特定の外国語を用いて、読み、書き、聞き、話すことができ

る。

（２）数量的スキル
自然や社会的事象について、シンボルを活用して分析し、理解し、表

現することができる。

（３）情報リテラシー
情報通信技術（ＩＣＴ）を用いて、多様な情報を収集・分析して適正に判

断し、モラルに則って効果的に活用することができる。

（４）論理的思考力
情報や知識を複眼的、論理的に分析し、表現できる。

（５）問題解決力
問題を発見し、解決に必要な情報を収集・分析・整理し、その問題を確

実に解決できる。

３．態度・志向性
（１）自己管理力

自らを律して行動できる。

（２）チームワーク、リーダーシップ
他者と協調・協働して行動できる。また、他者に方向性を示し、目標の実

現のために動員できる。

（３）倫理観
自己の良心と社会の規範やルールに従って行動できる。

（４）市民としての社会的責任
社会の一員としての意識を持ち、義務と権利を適正に行使しつつ、社会

の発展のために積極的に関与できる。

（５）生涯学習力
卒業後も自律・自立して学習できる。

４．統合的な学習経験と創造的思考力
これまでに獲得した知識・技能・態度等を総合的に活用し、自らが立てた

新たな課題にそれらを適用し、その課題を解決する能力

資料：中央教育審議会答申「学士課程教育の構築に向けて」(平成20年12月)

学士課程の各専攻分野を通じて培う力。教養を身に付けた市民として行動できる能力。

各専攻分野を通じて培う学士力 ～学士課程共通の学習成果に関する参考指針～
（「学士課程教育の構築に向けて」 （平成20年12月24日中央教育審議会答申）より）
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（注１） キャリア： 人が、生涯の中で様々な役割を果たす過程で、自らの役割の価値や
自分と役割との関係を見いだしていく連なりや積み重ね

産業構造や就業構造の変化、職業に関する教育に対

する社会の認識、子ども・若者の変化等、社会全体を通

じた構造的問題が存在。

２．キャリア教育・職業教育の基本的方向性

キャリア教育

一人一人の社会的・職業的自立に向け、

必要な基盤となる能力や態度を育てること
を通して、キャリア（注１）発達を促す教育

職業教育

一定又は特定の職業に従事するために
必要な知識、技能、能力や態度を育てる教育

１．若者の現状・・・大きな困難に直面

生涯学習の観点に立ったキャリア形成支援

生涯にわたる社会人・職業人としてのキャリア形成

（社会・職業へ移行した後の学習者や、中途退学者・
無業者等）を支援する機能を充実することが必要

（注２） 基礎的・汎用的能力： ① 人間関係形成・社会形成能力 ② 自己理解・自己管理能力
③ 課題対応能力 ④ キャリアプランニング能力

実践的な職業教育を充実
職業教育の意義を再評価することが必要

幼児期の教育から高等教育まで、発達の
段階に応じ体系的に実施

様々な教育活動を通じ、基礎的・汎用的
能力（注２）を中心に育成

家
庭
、
地
域
・
社
会
、
企
業
、
経
済
団
体
・
職
能
団
体
、
Ｎ
Ｐ
Ｏ
等
と
連
携

各
界
が
各
々
役
割
を
発
揮
し
、
一
体
と
な
っ
た
取
組
が
重
要

◆ 「学校から社会・職業への移行」が
円滑に行われていない。

・ 完全失業率 約９％

・ 非正規雇用率 約３２％

・ 無業者 約６３万人

・ 早期離職 高卒４割、大卒３割、短大等卒４割

◆ 「社会的・職業的自立」に向けて
様々な課題が見られる。

・ ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ能力等職業人としての基本的能力の低下

・ 職業意識・職業観の未熟さ

・ 進路意識・目的意識が希薄な進学者の増加

キャリア教育・職業教育の課題と基本的方向性

資料３「今後の学校におけるキャリア教育・職業教育の在り方について」 概要（抜粋）
（中央教育審議会 平成23年1月31日答申）

はんよう

若者個人のみの問題ではなく、社会を構成する各界が

互いに役割を認識し、一体となり対応することが必要。

その中で、学校教育は、重要な役割を果たすものであり、

キャリア教育・職業教育を充実していかなければならな

い。
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・ 発達の段階に応じたきめ細かいキャリア教育の段階的実施
・ 専攻科の位置付けの明確化と大学院接続の円滑化の検討
・ 専攻科所定単位取得者に対する学位授与の円滑化の検討

・ 高等教育進学率は約８割に達し、多くの若者にとっ
て、社会に出る直前の教育段階。社会・職業への移
行を見据えた教育の改善・充実

・ 実践的な職業教育の充実や生涯学習ニーズを含む
多様なニーズへの対応

・ 教育課程の内外を通じて社会的・職業的自立に向けた指導
等に取り組むための体制整備 （設置基準改正。平成23年度
から実施） を踏まえた取組の実施

・ 各大学・短期大学の機能別分化の下、養成する人材像・能力
を明確化した職業教育の充実、実践的な教育の展開

・ 生涯学習ニーズ等への対応

高等教育におけるキャリア教育・職業教育

・ 早期から十分な職業理解や目的意識を持たせた上での
一人一人のキャリア形成支援

・ 「単位制学科」や「通信制学科」の制度化の検討

①新たな学校種の創設、②既存の高等教育機関における活用
を念頭に今後詳細に検討

企業等と密接な連携を図り、最新の実務の知識・経験を
教育内容・方法に反映

< 教育課程 > 企業等との連携による編成・改善
< 授業方法 > 演習型授業（実験・実習・実技等）を多く実施
< 教員資格 > 実務卓越性を重視

・ キャリア教育の方針の明確化と、教育課程の内外を
通じた体系的・総合的な教育の展開

（１）課題

（２）基本的な考え方

１．課題と基本的な考え方

大学・短期大学

高等専門学校

専門学校

２．各高等教育機関における推進の主なポイント

・ 自立した職業人を育成する職業教育の重要性を
踏まえた高等教育の展開

〔キャリア教育〕

〔職業教育〕 ３．職業実践的な教育に特化した枠組み

・自らの視野を広げ、進路を具体化し、それまでに育
成した社会的・職業的自立に必要な能力や態度を、
専門分野の学修を通じて伸長・深化させていく

・ 体験的な学習活動の効果的な活用

・ 各教育機関が果たす役割・機能の明確化と、それぞ
れの特性をいかした職業教育の充実

・ 産業界との連携・対話による、求められる人材像・
能力の共有と、職業に必要な能力を育成する教育
の充実

41



新たな未来を築くための大学教育の質的転換に向けて ～生涯学び続け、主体的に考える力を育成する大学へ～
（平成２４年８月２８日 中央教育審議会答申）

○ 主体的な学修時間の増加・確保を始点とした、学士課程教育の質
的転換のための好循環を作り出すことが必要。

○ 教員中心の授業科目の編成から組織的・体系的な教育課程への
転換が必要。

・グローバル化や情報化の進展、少子高齢化等社会の急激な変化に伴い、地域社会や産業界は、社会の変化に対応する基礎力と将来に活路を見いだす
原動力として有意な人材の育成や学術研究の発展を大学に期待。

・高等教育段階で培うことが求められる「学士力」を備えた人材を育成するためには、主体的な学修を促す学士課程教育の質的転換が必要。
・一方、日本の学生の学修時間が諸外国の学生と比べて短いという現実。

○ 大学の学位授与方針（育成する能力）の下、学長・副学
長・学部長・専門スタッフ等がチームとなって、

・体系的な教育課程（Ｐ）
・教員同士の役割分担と連携による組織的な教育（Ｄ）
・アセスメント・テストや学修行動調査（学修時間等）の活用

による学生の学習成果、教員の教育活動等の評価（Ｃ）
・教育課程や教育方法等の更なる改善（Ａ）

という改革サイクルを確立する。

大 学

大学支援組織 文部科学省等 地域社会・企業等

学士課程教育の質的転換 今後の具体的な改革方策

◇我が国を取り巻く社会環境と高等教育の現状と課題

協 力 ・ 支 援

○ＦＤやＩＲの専門家の養成

○大学情報の積極的発信の促

進

○学修成果の把握の具体的方
策の研究・開発

○大学評価の改善

等

○基盤的経費や補助金等の
配分を通じた改革サイ クル確

立の支援

○ＦＤや教育課程の専門家養
成に関する調査研究

○学生に対する経済的支援や
公財政措置の充実

等

○学士課程教育への参画
（イ ンターンシップ、社会体験

活動等）や学生に対する経

済的支援の充実等の連携・

協力

○地域社会の核である大学

との連携や積極的活用

○就職活動の早期化・長期
化の是正

等
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